
 

2009 年度 小委員会活動成果報告 
（2009 年 12 月 25 日作成） 

小委員会名 住環境マネジメント小委員会 主 査 名：有賀 隆 
就任年月：2009  年 4 月 

所属本委員会 
（所属運営委員会） 

都市計画本委員会 委員長名：小林 英嗣 
主 査 名： 

設 置 期 間    2009 年 4 月 ～ 2013 年 3 月 

設 置 目 的 
各年度活動計画 
（箇条書き） 

・住環境マネジメント（ハードとソフト）の体系的な計画・方法論およびその 

 担い手・社会的仕組み（市場と事業）の研究開発と実践 

・住環境およびその地域ストックの評価・再生・運営に関する「計画科学」の 

 研究と実践 

委員構成 
（委員名（所属）） 

委員公募の有無： 有 

主査：有賀 隆（早稲田大学）、幹事：真野洋介（東京工業大学）、幹事：村木美貴（千葉

大学）委員：野澤 康（工学院大学）：計画科学 WG 主査 岡絵理子（関西大学）：担い

手連携ＷＧ主査、野澤千絵（東洋大学）、坂井文（北海道大学）、藤井さやか（筑波大学）、

奈良 豊（ ㈶ハウジング・コミュニティ財団）、藤井正男（港区）、松浦健治郎（三重大学）、

岡本 肇（中部大学）、山中知彦（新潟県立大学）、田中友章（明治大学）、藤井たき子（慶

応大学） 

設置 WG 
（WG 名：目的） 

・担い手連携ワーキンググループ: 

従来の公的機関と民間事業者という枠組みを越えて、地域ベースのＮＰＯや協議

会組織などが中心となる新しい住環境の計画や実現、その保全や再生、維持、運

営の社会的な「連携の仕組みと担い手」の形成に関する研究を展開する。 

・計画科学ワーキンググループ: 

住宅建築や住空間の物的評価のみではなく、地域として評価すべき住環境の対象

とその要素をどのように評価していくのか、またそれを用いた住環境ストックの

計画、再生、事業、運営の方法論をどのように組み立てるのか、これらを「住環

境の計画科学」として研究・解明していく。 

2009 年度予算   260,000 円 
ホームページ公開の有無： 有 

委員会 HP アドレス：  http://blogs.yahoo.co.jp/jms_aij 

 
項  目 自己評価 

委員会開催数        ５回（年度内計画を含む）8/28-10/29-12/10-3/8-3/27（予定） 

刊行物  

講習会  

催し物 
（シンポジウム・セミナ

ー・研究会・見学会等） 
 

大会研究集会  

対外的意見表明・パ

ブリックコメント等 
 



 

目標の達成度 
（当初の活動計画と得ら

れた成果との関係） 

１．住環境マネジメント（ハードとソフト）の体系的な計画・方法論およびその

担い手・社会的仕組み（市場と事業）の研究開発と実践について、名張市、倉敷

市、新潟市などの地域フィールドにおいて、町家、空家の保全と再生活動を進め

る地域主体と実践例に関する研究調査の報告および今後の調査、研究の計画検討

とフィールド調査計画の策定を行った。 
２．住環境およびその地域ストックの評価・再生・運営に関する「計画科学」の

研究と実践について、住環境まちづくり、同・事業に関する全国データベースの

構築に向けた、事例データ収集、整理、検索方法の検討をし、作業実施した（実

施中）。また三郷市、四日市市、港区などの地域フィールド事例を基に、住環境

評価指標・基準開発に向けた事例検討を実施中である。 

３．仙台市営「鶴ケ谷」団地、および「花壇大手町地区」の見学会を開催し、老

朽・高齢化団地の建替え計画に関する自治体担当課との意見交換、および、広瀬

川沿いの崖地住宅市街地の防災・住環境・都市農園運営の地域再生まちづくりに

ついて、協議会リーダーとの意見交換、情報収集を行い、これを基に研究計画の

検討を行った。 
４．小委員会＋２ＷＧ協働で、科研費補助金・基盤研究（Ａ）へ申請した。 
５．小委員会ホームページと、（仮称）住環境マネジメント・データベースの構

築を連動させ、全国事例のデータ収集、整理、検索方法の開発に着手した。 

委員会活動の問題点 
・課題 

１．従来より研究交流を行ってる、韓国・ソウル市政開発研究院、および大韓住

宅公社との研究交流をさらに発展し、共通の大都市・住環境整備計画および事業

手法に関する相互研究を行う。 
２．地域ストックとなっている住環境の保全・改善・再生・運営の活動主体とそ

の社会的支援の仕組み（非営利市場と事業手法）の構築のための社会調査を、地

域の活動グループ、市民組織、ＮＰＯなどとの協働によって実施し、担い手とし

ての LLP、LLC ほかの組織形態の可能性、また非営利収益事業のための財源（担

い手支援、民都機構ほか）の課題などについての応用研究を進める。 
３．2010 年度は、小委員会活動の成果に関する中間発表、研究討論の場として、

学会大会時のオーガナイズドセッションを主催し、若手研究者および地域で実践

している専門家の参加を得て分野を越えた幅広い討論および活動の深化を目指

す。 
＊小委員会活動成果報告書は本書式を基本とする。ただし、それぞれの本委員会において活動実績を報告する共

通項目があれば、最下段に項目を追加して記述してもよい。 


